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Ⅰ 調査検討の概要等 

１ 調査検討の概要 

本検討会では、検討時点において、「消防法の危険物（以下「危険物」と

いう。）に該当しない物質のうち消防法別表第一の性質欄に掲げる性状を有

すると考えられるもの」又は「危険物に該当する物質のうち他の類の性状を

示すおそれのあるもの（以下「火災危険性を有するおそれのある物質」とい

う。）」を調査し、危険物への追加又は危険物の類別の変更を行うことの妥

当性について検討を行った。 

また、新たに毒物及び劇物取締法の毒物又は劇物（以下「毒劇物」とい

う。）に指定され、又は除外された物質について、消防法第９条の３第１項

に掲げる火災予防又は消火活動に重大な支障を生ずるおそれのある物質（以

下「消防活動阻害物質」という。）へ追加又は除外を行うことの妥当性につ

いて検討を行った。 

２ 調査検討事項 

本検討会では、次の事項について調査検討を行った。 

（１）火災危険性を有するおそれのある物質を調査するに当たっての基本的な

考え方に関すること。 

（２）上記（１）の検討結果に基づく物質の調査及び当該調査結果を踏まえた

危険物への追加及び類の変更に関すること。 

（３）消防活動阻害物質への追加又は除外に関すること。 

３ 検討会開催状況 

  検討会は、次の日程で開催した。 

日  程 検 討 事 項 

第１回 

平成25年４月19日（金） 

(1) 「火災危険性を有するおそれのある物質等に

関する調査検討会報告書（平成24年度）」の概

要

(2) 「火災危険性を有するおそれのある物質」の

調査方法 

(3) 「消防活動阻害物質」の調査方法 

(4) 今後の検討会の進め方 

(5) その他 

第２回 

平成25年８月22日（木） 

(1) 第１回検討会の議事要旨 

(2) 火災危険性を有するおそれのある物質の調査
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結果 

(3) 消防活動阻害物質の候補（案） 

(4) その他 

第３回 

平成26年３月４日（火） 

(1) 第２回検討会の議事要旨 

(2) 報告書（案） 

(3) その他 
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Ⅱ 火災危険性を有するおそれのある物質等の対応方針 

１ 火災危険性を有するおそれのある物質の調査に関する基本的な考え方 

（１）危険物の定義 

危険物とは、消防法第２条第７項に「消防法別表第一の品名欄に掲げる

物品で、同表に定める区分に応じ同表の性質欄に掲げる性状を有するもの

をいう」と規定されている。当該「別表第一の品名欄」には、塩素酸塩類、

有機過酸化物等の物品名以外に「その他のもので政令で定めるもの」及び

「前各号に掲げるもののいずれかを含有するもの」が掲げられている。

「その他のもので政令で定めるもの」とは、危険物の規制に関する政令

（以下「政令｣という。）第１条において規定されているものを指す。 

また、「前各号に掲げるもののいずれかを含有するもの」とは、消防法

別表第一の品名欄に掲げられる物品のいずれかを含有しているものを指す。 

「同表の性質欄に掲げる性状を有するもの」とは、政令に定める危険性

を判断するための試験（以下「危険物確認試験」という。）において、政

令で定める性状を有するものであることを示す。 

危険物は、その性質に応じて下表のとおり第一類から第六類の６つのグ

ループに区分されている。 

類 別 性 質 性質の概要 

第一類 酸化性固体 

酸化力の強い固体又は衝撃に対する敏感性の

高い固体であり、不燃物であるが、可燃物の

燃焼を著しく促進する性質を持つ 

第二類 可燃性固体 比較的低温で着火しやすい固体の可燃物 

第三類 
自然発火性物質 

及び禁水性物質 

空気中で発火するおそれのある固体又は液

体、水と接触して発火するもの又は水と接触

し可燃性ガスを発生する固体又は液体 

第四類 引火性液体 引火性の液体 

第五類 自己反応性物質 
加熱等により爆発する危険性を有する固体又

は液体 

第六類 酸化性液体 

酸化力の強い液体であり、不燃物であるが、

可燃物の燃焼を著しく促進する性質を持つ液

体 
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（２）火災危険性を有するおそれのある物質を危険物に追加する際の考え方 

平成20年度に開催した「危険物等の危険性に関する調査検討会」におい

ての方針を踏まえ、火災危険性を有するおそれのある物質が次の条件の両

方を満たしている場合において、危険物に追加することが妥当であるとさ

れた。 

【条件①】 火災危険性 

危険物確認試験により、火災危険性を有するおそれのある物質が政

令で定める性状を有すること。 

危険物確認試験は、類別にいくつかの試験が定められているが、それら

の試験のいずれかを実施した結果、危険物と同等以上の性状を示した場合

をいう。 

例えば、危険物確認試験のうち、圧力容器試験（自己反応性物質の判定

を行う手法の一つ）において、試験物品の危険性が認められた場合は、条

件①に該当するものとする。 

【条件②】 年間生産量等 

火災危険性を有するおそれのある物質の年間生産量等（年間の生産

量又は輸入量）が下記の計算式で求められる数値以上であること。 

計算式 

【火災危険性を有するおそれのある物質を危険物に追加した場合

における指定数量】×100（倍）×365（日） 

条件②の計算式において、「火災危険性を有するおそれのある物質を危

険物に追加した場合における指定数量」とは、条件①での危険物確認試験

の結果、当該物品が当てはまる政令別表第三の性質欄に掲げる性質に対応

した指定数量をいう。指定数量とは、危険物の危険性の程度に応じて政令

第１条の11に基づき政令別表第三に定められている数量であって、指定数

量が小さいほど当該危険物の危険性が高いということができる。 

年間生産量等について、ヒドロキシルアミン等を危険物として新たに追

加することを検討する際に調査を行った、平成12年当時の年間生産量（ヒ

ドロキシルアミン50％水溶液の生産量：4,000t、硫酸ヒドロキシルアミン

の生産量：6,000t）を勘案し、上記の計算式を危険物の追加の要件とする

ことが適当であるとされた。 
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１ ヒドロキシルアミン50％水溶液（第五類第二種自己反応性物質） 

年間生産量・・・・・・・・・4,000t 

【100kg】×100×365日 ・・・3,650t 

２ 硫酸ヒドロキシルアミン（第五類第二種自己反応性物質） 

年間生産量・・・・・・・・・6,000t 

【100kg】×100×365日 ・・・3,650t 

年間生産量：平成12年度危険物委員会第１回資料より抜粋 

（３）火災危険性を有するおそれのある物質の調査方法 

今回の火災危険性を有するおそれのある物質の調査方法については、次

の方法で調査した。 

ア 性状の確認を行う物質の選定方法 

ア）国内外の事故事例、文献等から火災危険性を有するおそれのある物

質を抽出し、平成24年度まで火災危険性を有するおそれのある物質と

して抽出されながら確認試験を実施しなかった物質と併せて第一次候

補物質とする。 

イ）第一次候補物質について、文献、インターネット等により用途及び

流通状況を調査し、優先順位を付け、第二次候補物質を選定する。 

イ 上記①で選定された物質の性状の確認 

第二次候補物質として選定された物品について、文献、事故原因、化

学式等の情報から想定される類別の性状に応じた確認試験を実施する。 

２ 消防活動阻害物質の追加に関する基本的な考え方 

（１）消防活動阻害物質の定義 

消防活動阻害物質は、消防法第９条の３第１項において、「圧縮アセチ

レンガス、液化石油ガスその他の火災予防又は消火活動に支障を生ずるお

それのある物質で政令で定めるもの」と規定されている。当該政令では、

次の①から⑥に掲げる物質であって、以下に示す数量以上のものと規定さ

れている。 

① 圧縮アセチレンガス：40㎏

② 無水硫酸：200㎏

③ 液化石油ガス：300㎏

④ 生石灰（酸化カルシウム80％以上を含有するものをいう。）：500㎏
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⑤ 毒物及び劇物取締法（昭和25年法律第303号）第２条第１項に規定する

毒物のうち別表第一の上欄に掲げる物質：当該物質に応じそれぞれ同表

の下欄に定める数量 

⑥ 毒物及び劇物取締法第２条第２項に規定する劇物のうち別表第二の上

欄に掲げる物質：当該物質に応じそれぞれ同表の下欄に定める数量 

（２）毒劇物の対応 

消防活動阻害物質のうち毒劇物については、「消防活動阻害物質の指定

基準に関する調査検討委員会（平成６年度）」（委員長：秋田一雄 東京

大学名誉教授）において消防活動阻害物質の追加に関する要件がとりまと

められ、基本的な考え方として、原則として危険物に該当するものを除外

し、流通実態を考慮して次のいずれかの要件に該当するものについて、消

防活動阻害物質に新たに追加する必要があることとされた。そこで、新た

に毒劇物に指定又は除外された物質について、当該指定要件に基づき消防

活動阻害物質へ追加し、又は除外することを検討することとされた。 

指 定 要 件 細 目 

① 常温で人体に有害な気体であ

るもの又は有害な蒸気を発生す

るもの 

○「常温」とは、温度20℃をいう。

○「有害な」とは、危険な吸入毒性

を有することをいう。

○「有害な蒸気を発生するもの」と

は、液体（１気圧において、温度

20℃で液状であるもの又は温度

20℃を超え40℃以下の間において

液状となるものをいう。）である

もの又は空気中の水分等と反応し

て、危険な吸入毒性を有する気体

を発生する固体（気体及び液体以

外のものをいう。）であるものを

いう。

② 加熱されることにより人体に

有害な蒸気を発生するもの 

○「加熱されること」とは、火災時

における温度上昇をいう。

○「有害な蒸気を発生するもの」と
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は、固体であって、融解若しくは

昇華するもの又は分解により危険

な吸入毒性を有する気体を発生す

るものをいう。 

③ 水又は酸と反応して人体に有

害な気体を発生するもの 

○「有害な気体を発生するもの」と

は、固体であって、危険な吸入毒

性を有する気体を発生するものを

いう。

④ 注水又は熱気流により人体に

有害な粉体が煙状に拡散するも

の 

○「粉体」とは、流通する形状が粉

粒状（目開きが２mmの網ふるいを

通過する量が10％以上であるも

の）であるものをいう。
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Ⅲ 火災危険性を有するおそれのある物質の対応 

１ 調査方法 

  調査方法は、次のとおりである。 

（１）第一次候補物質の抽出 

「①国内外の事故事例調査」、「②文献等調査」、「③未実施物質の調

査」から、火災危険性を有するおそれのある物質を抽出する。 

ア 国内外の事故事例調査 

以下の事故事例等から、過去１年間に発生・報道された火災・爆発事

故に関与した火災危険性を有するおそれのある物質を抽出する。 

・火災原因調査報告データ（消防庁） 

・危険物に係る事故事例（消防庁） 

・災害情報データベース（特定非営利活動法人災害情報センター） 

・事故事例データベース（高圧ガス保安協会） 

・労働災害事例（安全衛生情報センター、中央災害労働防止協会） 

・リレーショナル化学災害データベース（独立行政法人産業技術総合研

究所） 

・データベースＭＡＲＳ（欧州委員会共同研究センター） 

・データベースＦＡＣＴＳ（オランダ応用科学研究機構） 

・新聞、インターネット等で報道された火災・爆発事故 

イ 文献等調査

以下の文献等から、火災危険性を有するおそれのある物質を抽出する。 

① 一般化学物質等の製造・輸入数量（23年度実績）について（平成25年３月

25日経済産業省公表）で示された化学物質のうち、年間100トン以上の製造・

輸入量がある物質 

② 16313 の化学商品（化学工業日報社）(2013年版)において、16112 の化学

商品（化学工業日報社）(2012年版)と比較して新たに追加された物質 

③ ＩＡＴＡ規則書において、危険物として定義されている物質

④ 平成24年度において、化学品の分類及び表示に関する世界調和システム

（ＧＨＳ）に分類された物質又は見直した物質（ＧＨＳ関係省庁連絡会議、

厚生労働省、経済産業省、環境省。） 

  ウ 未実施物質の調査

平成24年度に開催した火災危険性を有するおそれのある物質等に関す

る調査検討会における調査において、火災危険性を有するおそれのある

8



物質として抽出されていたが、これまで危険物確認試験を実施していな

かった物質を抽出する。

（２）第二次候補物質の選定 

第一次候補物質に抽出された火災危険性を有するおそれのある物質につ

いて、文献、インターネット等により、それぞれの物質の性状、用途、流

通状況等を調査し、以下の①から⑤に示すグループに分類する。 

① 火災・爆発事故に関与した可能性のある物質

② 製造・輸入量100 t/年以上の物質

③ 製造・輸入量100 t/年未満の物質

④ 用途のみが把握できた物質

⑤ 用途及び流通量が把握できなかった物質

（３）火災危険性評価 

第二次候補物質について、前（２）のグループに付した番号順を優先に、

当該物質毎に想定される火災危険性に応じた類別の確認試験を行う。 

２ 調査結果 

（１）第一次候補物質の調査結果 

①国内外の事故事例調査（２物質）

・2-プロペン酸（アクリル酸） 

・四硫化ナトリウム 

③未実施物質の調査（13物質）

・１H-トリアジン 

・デカボラン(14) 

・2-(ジエチルアミノ)エチルブロミド臭化水素酸塩 

・三塩化窒素 

・2-クロロアセトアルドオキシム 

・ジチオりん酸Ｏ，Ｏ－ジメチル－４－オキソベンゾトリアジン－３－イルメチル 

・シアノシクロプロパン 

・過塩素酸鉛溶液 

・ビス(ジメトキシチオホスフィ二ル)ペルスルフィド 

・四硫化四窒素 

・5-メチル-1-(1-メチルエチル)-1,2,3アザジホスホール 

・1,2-シクロブタンジオン 
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・三∃ウ化窒素 

（２）第二次候補物質の調査結果 

①火災・爆発事故に関与した可能性のある化学物質（２物質）

・2-プロペン酸（アクリル酸） 

・四硫化ナトリウム 

②製造・輸入量100 t/年以上の化学物質（０物質）

③製造・輸入量100 t/年未満の化学物質（２物質）

・１H-トリアジン 

・デカボラン(14) 

④用途のみが把握できた化学物質（６物質）

・2-(ジエチルアミノ)エチルブロミド臭化水素酸塩 

・三塩化窒素 

・2-クロロアセトアルドオキシム 

・ジチオりん酸Ｏ，Ｏ－ジメチル－４－オキソベンゾトリアジン－３－イルメチル 

・シアノシクロプロパン 

・過塩素酸鉛溶液 

⑤用途及び流通量が把握できなかった化学物質（５物質）

・ビス(ジメトキシチオホスフィ二ル)ペルスルフィド 

・四硫化四窒素 

・5-メチル-1-(1-メチルエチル)-1,2,3アザジホスホール 

・1,2-シクロブタンジオン 

・三∃ウ化窒素 

※ ただし、①のうち 2-プロペン酸（アクリル酸）については、平成 24年度

の検討において、同様の 2-クロロ-1,3ブタジエン及び 2-クロロアクリロニ

トリル（現在第四類の危険物として規制されている重合反応を起こす物質）

について、今後の国際的な動向を踏まえて指定の検討を行うべきとされたこ

とから、今年度の調査対象から外すこととした。 

（３）火災危険性評価 

第二次候補物質のうち、試験のために入手が可能な物質であり、優先順

位が上位のもののうち、確認試験を行ったことのない物質（４物質）につ
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いて、当該物質毎の想定される火災危険性に応じた危険物確認試験を実施

した。 

火災危険性評価を実施した物質 二次候補物質のグループ 

・四硫化ナトリウム ① 

・2-(ジエチルアミノ)エチルブロミド臭化水素酸塩 

・シアノシクロプロパン 

・過塩素酸鉛溶液 

④ 

当該危険物確認試験を行った結果、危険物に相当する性状を示した物質

はなかった（図表１）。 
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確認試験の結果 

No. 物質名 化学構造式 状態 
危 険 物 確 認 試 験 

類別 試 験 項 目 評 価 結 果 

1 四硫化ナトリウム 固体 3 

自然発火性試験 危険性なし 

非危険物 

水との反応性試験 危険性なし 

2 

2-(ジエチルアミ

ノ)エチルブロミド

臭化水素酸塩 

粉粒状 2 

小ガス炎着火試験 危険性なし 

非危険物 

引火点測定 危険性なし 

3 
シアノシクロプロ

パン 
液体 5 

熱分析試験 危険性なし 

非危険物 

圧力容器試験 ランク３ 

4 過塩素酸鉛水溶液 液体 6 燃焼試験 危険性なし 非危険物 

３ 調査結果について 

今回調査した物質のうち危険物確認試験により政令で定める性状を有し

た物質はなかったため、新たに危険物に追加する物質はないとの結論に達

した。 

図表１ 
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Ⅳ 消防活動阻害物質の対応 

１ 毒物及び劇物取締法に基づき毒物又は劇物に指定又は除外された物質 

  今回、毒物及び劇物指定令の一部改正（平成25年６月28日及び平成25年７

月15日に施行）により、新たに指定及び除外された物質は以下のとおりであ

りる。 

（１）毒物に指定された物質 

No. 物 質 名 
危険物の 

指定 

１ クロトンアルデヒド及びこれを含有する製剤 
第４類 

第一石油類 

２ クロロ酢酸メチル及びこれを含有する製剤 
第４類 

第二石油類 

３ 
テトラメチルアンモニウム＝ヒドロキシド 

及びこれを含有する製剤 

第２類 

引火性固体 

４ ブロモ酢酸エチル及びこれを含有する製剤 
第４類 

第二石油類 

（２）劇物に指定された物質 

No. 物 質 名 
危険物の

指定

１

2-（ジエチルアミノ）エタノール及びこれを含有する製剤 

（２－（ジエチルアミノ）エタノール0.7％以下を含有す

るものを除く。） 

第４類 

第二石油類 

（３）劇物から除外された物質 

No. 物 質 名 
消防活動阻害

物質の指定 

１ 

２，３，５，６－テトラフルオロ－４－（メトキシメチ

ル）ベンジル＝（Ｚ）－（１Ｒ，３Ｒ）－３－（２－シ

アノプロパ－１－エニル）－２，２－ジメチルシクロプ

ロパンカルボキシラート、２，３，５，６－テトラフル

オロ－４－（メトキシメチル）ベンジル＝（Ｅ）－（１

Ｒ，３Ｒ）－３－（２－シアノプロパ－１－エニル）－ 

指定なし 
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２，２－ジメチルシクロプロパンカルボキシラート、 

２，３，５，６－テトラフルオロ－４－（メトキシメチ

ル）ベンジル＝（Ｚ）－（１Ｓ，３Ｓ）－３－（２－シ

アノプロパ－１－エニル）－２，２－ジメチルシクロプ

ロパンカルボキシラート、２，３，５，６－テトラフル

オロ－４－（メトキシメチル）ベンジル＝（ＥＺ）－

（１ＲＳ，３ＳＲ）－３－（２－シアノプロパ－１－エ

ニル）－２，２－ジメチルシクロプロパンカルボキシラ

ート及び２，３，５，６－テトラフルオロ－４－（メト

キシメチル）ベンジル＝（Ｅ）－（１Ｓ，３Ｓ）－３－

（２－シアノプロパ－１－エニル）－２，２－ジメチル

シクロプロパンカルボキシラートの混合物（２，３，

５，６－テトラフルオロ－４－（メトキシメチル）ベン

ジル＝（Ｚ）－（１Ｒ，３Ｒ）－３－（２－シアノプロ

パ－１－エニル）－２，２－ジメチルシクロプロパンカ

ルボキシラート８０.９％以上１００％以下を含有し、

２，３，５，６－テトラフルオロ－４－（メトキシメチ

ル）ベンジル＝（Ｅ）－（１Ｒ，３Ｒ）－３－（２－シ

アノプロパ－１－エニル）－２，２－ジメチルシクロプ

ロパンカルボキシラート０％以上１０％以下を含有し、

２，３，５，６－テトラフルオロ－４－（メトキシメチ

ル）ベンジル＝（Ｚ）－（１Ｓ，３Ｓ）－３－（２－シ

アノプロパ－１－エニル）－２，２－ジメチルシクロプ

ロパンカルボキシラート０％以上２％以下を含有し、

２，３，５，６－テトラフルオロ－４－（メトキシメチ

ル）ベンジル＝（ＥＺ）－（１ＲＳ，３ＳＲ）－３－

（２－シアノプロパ－１－エニル）－２，２－ジメチル

シクロプロパンカルボキシラート０％以上１％以下を含

有し、かつ、２，３，５，６－テトラフルオロ－４－

（メトキシメチル）ベンジル＝（Ｅ）－（１Ｓ，３Ｓ）

－３－（２－シアノプロパ－１－エニル）－２，２－ジ

メチルシクロプロパンカルボキシラート０％以上０.

２％以下を含有するものに限る。 

２ 消防活動阻害物質の対応の検討 

  調査を行った結果、毒物及び劇物に指定された物質は、全て危険物に該当

14



するため、消防活動阻害物質には追加しない。劇物から除外された物質は、

現在、消防活動阻害物質に指定されている物質ではないため対応は要しない。 
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製

造
・
輸

入
量

1
0
0
ｔ／

年
以

上
の

物
質

（
０

物
質

）

③
製

造
・
輸

入
量

1
0
0
ｔ／

年
未

満
の

物
質

（
２

物
質

）
IU

P
A

C
名

一
般

名
称

C
A

S
N

o
.

化
学

式
(M

W
)

文
献

調
査

結
果

候
補

類
物

質
の

状
態

事
故

・
性

状
等

用
途

年
間

生
産

量
等

経
過

・
選

考
根

拠

1
１

H
-
ト

リ
ア

ジ
ン

ア
ジ

化
水

素
、

ア
ジ

化
水

素
酸

7
7
8
2
-
7
9
-
8

N
3
H

(4
3
.0

3
)

―
5

耐
え

ら
れ

な
い

刺
激

臭
、

無
色

透
明

液
体

融
点

：
-
8
0
℃

沸
点

：
3
7
℃

沸
点

：
 3

5
.7

 ℃
蒸

気
圧

 4
8
4
 m

m
H

g 
（
2
5
 ℃

 E
S
T
）
 :
 S

R
C

 (
2
0
0
9
)

比
重

（
密

度
）
 1

.0
9
 (

2
0
 ℃

/
4
 ℃

) 
: 
S
ax

 (
1
1
th

, 
2
0
0
4
)、

(1
.1

2
6
 g

/
c
m

3
 (

0
 ℃

) 
: 
L
an

ge
 (

1
6
th

, 
2
0
0
5
))

溶
解

度
 水

に
可

溶
 :
 L

id
e
 (

8
8
th

, 
2
0
0
8
)

オ
ク

タ
ノ

ー
ル

・
水

分
配

係
数

 1
.1

6
 (

E
S
T
) 

: 
S
R

C
 (

2
0
0
9
)

（
以

上
　

安
全

情
報

セ
ン

タ
ー

(M
)S

D
S
)

危
険

物
に

係
る

事
故

事
例

　
（
1
9
9
8
.0

8
.0

4
、

広
島

県
、

製
造

所
)

　
5
-
ア

ミ
ノ

テ
ト

ラ
ゾ

ー
ル

（
第

５
類

危
険

物
）
製

造
過

程
で

発
生

す
る

ア
ジ

化
水

素
を

除
外

す
る

際
に

、
ベ

ン
ト

コ
ン

デ
ン

サ
ー

で
冷

却
液

化
さ

れ
、

構
造

上
不

必
要

な
配

管
に

液
溜

ま
り

し
た

。
　

ま
た

、
5
-
ア

ミ
ノ

テ
ト

ラ
ゾ

ー
ル

製
造

に
係

る
熟

成
時

間
を

、
3
時

間
か

ら
1

時
間

に
短

縮
し

た
こ

と
で

、
溶

存
ア

ジ
化

水
素

量
が

多
く
な

り
、

高
濃

度
の

ア
ジ

化
水

素
酸

と
し

て
凝

縮
さ

れ
、

濃
度

が
安

全
領

域
を

越
え

た
。

こ
の

状
況

で
何

ら
か

の
振

動
又

は
衝

撃
に

よ
り

爆
発

し
た

と
推

定
さ

れ
る

。
　

5
-
ア

ミ
ノ

テ
ト

ラ
ゾ

ー
ル

の
第

１
段

階
の

反
応

工
程

は
、

反
応

槽
に

原

副
生

成
物

質

1
ト

ン
未

満
（
一

般
化

学
物

質
等

の
製

造
・
輸

入
数

量
（
2
2
年

度
実

績
）
：
経

済
産

業
省

）

副
生

成
品

で
の

事
故

で
、

一
般

流
通

は
な

い

H
1
4
/
H

1
6
年

度
候

補
（
事

故
）

国
内

事
故

事
例

再
調

査

3
デ

カ
ボ

ラ
ン

(1
4
)

―
1
7
7
0
2
-
4
1
-
9

（
1
2
2
.2

1
）

―
2

融
点

：
9
9
℃

沸
点

：
2
1
3
℃

引
火

点
：
8
0
℃

発
火

点
：
1
4
9
℃

(3
0
0
F
)

（
以

上
N

IT
E
 C

H
R

IP
)

白
色

結
晶

性
粉

末
（
以

上
　

和
光

純
薬

(M
)S

D
S
)

国
連

番
号

　
1
8
6
8
　

デ
カ

ボ
ラ

ン
国

連
分

類
　

4
.1

　
可

燃
性

物
質

（
1
2
改

訂
以

前
）

触
媒

、
燃

料
、

イ
オ

ン
ビ

ー
ム

発
生

源
（
L
S
Iの

高
集

積
化

）

過
去

５
年

で
1
kg

以
下

（
2
0
1
2
年

日
化

協
調

査
）

H
2
2
年

度
候

補
（
G

H
S
）

再
調

査

第
二

次
候

補
物

質
の

選
定

結
果

一
覧

（
1
5
物

質
）

資　料 ２
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④
用

途
の

み
が

把
握

で
き

た
物

質
（
６

物
質

）
IU

P
A

C
名

一
般

名
称

C
A

S
N

o
.

化
学

式
(M

W
)

文
献

調
査

結
果

候
補

類
物

質
の

状
態

事
故

・
性

状
等

用
途

年
間

生
産

量
等

経
過

・
選

考
根

拠

1
2
-
(ジ

エ
チ

ル
ア

ミ
ノ

)エ
チ

ル
ブ

ロ
ミ

ド
臭

化
水

素
酸

塩

2
-
ブ

ロ
モ

-
N

,N
-
ジ

エ
チ

ル
エ

チ
ル

ア
ミ

ン
臭

化
水

素
酸

塩
、

臭
化

2
-
ブ

ロ
モ

エ
チ

ル
ジ

エ
チ

ル
ア

ン
モ

ニ
ウ

ム

1
0
6
9
-
7
2
-
3

（
2
6
1
.0

）

－
2

白
色

～
薄

い
黄

色
結

晶
～

粉
末

融
点

：
2
0
8
℃

（
1
6
1
1
2
の

化
学

商
品

）

沸
点

：
1
6
1
.6

℃
（
予

測
値

）
引

火
点

：
5
1
.5

℃
（
予

測
値

）
（
C

h
e
m

S
pi

de
r）

水
に

可
溶

（
1
6
1
1
2
の

化
学

商
品

）
医

薬
原

料
、

合
成

原
料

不
明

（
労

働
安

全
衛

生
法

に
よ

る
届

出
が

な
い

）

H
2
4
年

度
候

補
（
1
6
1
1
2

の
化

学
商

品
）

引
火

点
の

予
測

値
が

低
い

た
め

、
要

検
討

2
三

塩
化

窒
素

塩
化

窒
素

1
0
0
2
5
-
8
5
-
1

C
l 3
N

(1
2
0
.3

7
)

―
5

黄
色

油
状

液
体

融
点

：
-
4
0
℃

沸
点

：
7
1
℃

溶
解

度
：
水

　
不

溶
　

　
　

　
　

ベ
ン

ゼ
ン

、
ク

ロ
ロ

ホ
ル

ム
、

四
塩

化
炭

素
に

可
溶

密
度

：
1
.6

3
5
g/

m
L

（
以

上
W

ik
ip

e
di

a)

危
険

物
に

係
る

事
故

事
例

　
1
9
6
9
.4

.2
9
、

徳
島

県
、

一
般

取
扱

所
　

回
転

機
器

の
分

解
点

検
を

行
っ

た
と

こ
ろ

、
ト

ル
エ

ン
及

び
反

応
液

が
流

出
し

、
油

分
離

槽
に

滞
留

し
た

。
こ

の
排

水
が

ア
ル

カ
リ

性
と

な
り

、
三

塩
化

窒
素

が
生

成
し

、
浮

遊
す

る
油

に
溶

解
し

た
。

こ
の

油
を

ド
ラ

ム
缶

で
汲

み
上

げ
た

と
こ

ろ
、

そ
の

サ
ビ

が
触

媒
と

な
っ

て
三

塩
化

窒
素

が
分

解
し

、
爆

発
し

た
。

副
生

成
物

質
副

生
成

品
で

の
事

故
で

、
一

般
流

通
は

な
い

H
1
6
/
H

1
7
年

度
候

補
（
事

故
）

国
内

事
故

事
例

再
調

査

3
2
-
ク

ロ
ロ

ア
セ

ト
ア

ル
ド

オ
キ

シ
ム

ク
ロ

ロ
ア

セ
ト

ア
ル

ド
オ

キ
シ

ム
5
1
4
5
1
-
0
5
-
9

（
9
3
.5

1
）

―
5

ア
ル

ド
オ

キ
シ

ム
の

蒸
留

中
に

起
こ

る
爆

発
や

激
し

い
分

解
は

、
自

動
酸

化
に

よ
り

生
成

す
る

過
酸

化
物

の
存

在
が

原
因

で
あ

る
可

能
性

が
あ

る
(H

B
-
O

xi
m

e
s(

オ
キ

シ
ム

)'
)。

類
似

物
質

：
ア

セ
ト

ア
ル

デ
ヒ

ド
オ

キ
シ

ム
[ヒ

ド
□

キ
シ

イ
ミ

ノ
エ

タ
ン

](
H

B
5
-
0
8
2
9
)

F
A

C
T
S
(N

o
.1

2
5
0
4
　

1
9
9
3
　

U
S
A

　
化

学
工

場
医

薬
・

農
薬

中
間

体
国

内
生

産
／

輸
入

情
報

は
な

い

H
1
5
/
H

1
7
年

度
候

補
（
F
A

C
T
）

海
外

事
故

事
例

再
調

査

4

ジ
チ

オ
り

ん
酸

Ｏ
，

Ｏ
－

ジ
メ

チ
ル

－
４

－
オ

キ
ソ

ベ
ン

ゾ
ト

リ
ア

ジ
ン

－
３

－
イ

ル
メ

チ
ル

ア
ジ

ノ
ホ

ス
メ

チ
ル

8
6
-
5
0
-
0

(3
1
7
.3

2
)

―
2

固
体

融
点

:7
3
-
7
4
℃

沸
点

:>
2
0
0
℃

(分
解

)
水

溶
解

度
:3

3
m

g/
L

比
重

:1
.4

4
（
以

上
　

N
IT

E
 C

H
R

IP
)

1
9
9
7
年

5
月

8
日

米
国

ア
ー

カ
ン

ソ
ー

州
ウ

エ
ス

ト
ヘ

レ
ナ

市
農

薬
（
殺

虫
剤

）
日

本
で

は
登

録
さ

れ
て

い
な

い
農

薬
で

、
流

通
し

て
い

な
い

H
2
2
年

度
候

補
（
海

外
事

故
）

海
外

事
故

事
例

再
調

査

5
シ

ア
ノ

シ
ク

ロ
プ

ロ
パ

ン
シ

ク
ロ

プ
ロ

パ
ン

シ
ア

ニ
ド

5
5
0
0
-
2
1
-
0

(6
7
.0

9
)

第
四

類
第

二
石

油
類

5

無
色

～
赤

み
の

黄
色

透
明

液
体

沸
点

：
1
3
3
℃

引
火

点
：
3
2
℃

密
度

：
0
.9

1
1
g/

c
m

3

（
以

上
　

C
h
e
m

ic
al

 B
o
o
k)

共
有

結
合

を
有

す
る

シ
ア

ン
類

　
反

応
性

、
不

安
定

農
薬

中
間

体
流

通
量

不
明

H
2
1
年

度
候

補
（
シ

ア
ノ

化
合

物
）

再
調

査

6
過

塩
素

酸
鉛

溶
液

―
1
3
6
3
7
-
7
6
-
8

（
過

塩
素

酸
鉛

）

（
過

塩
素

酸
鉛

）

'（
4
0
6
.1

0
）

―
6

固
体

融
点

：
2
8
0
℃

比
重

：
４

．
８

２
－

４
．

８
６

水
溶

解
度

：
2
2
6
.1

0
3
g/

1
0
0
m

L
（
以

上
　

N
IT

E
 C

H
R

IP
)

　 酸
化

性
固

体
、

溶
液

が
酸

化
性

液
体

国
連

番
号

　
1
4
7
0
　

過
塩

素
酸

鉛
、

固
体

国
連

分
類

　
5
.１

　
酸

化
性

物
質

（
1
2
改

訂
以

前
）

三
水

和
物

可
燃

性
、

発
火

性
は

な
い

が
、

衝
撃

に
よ

り
爆

発
す

る
こ

と
が

あ
る

。
強

還
元

剤
、

可
燃

物
、

ア
ル

コ
ー

ル
類

と
の

接
触

不
可

。
金

属
片

と
一

緒
に

強
い

衝
撃

（
粉

砕
等

）
を

与
え

る
と

、
着

火
く
す

ぶ
る

こ
と

が
あ

る
（
昭

和
化

学
(M

)S
D

S
）

絵
具

、
鉛

蓄
電

池
国

内
製

造
な

し

H
1
6
年

度
確

認
試

験
で

7
7
%
溶

液
は

第
６

類
非

該
当

再
調

査
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⑤
用

途
及

び
流

通
量

が
把

握
で

き
な

い
物

質
（
５

物
質

）
IU

P
A

C
名

一
般

名
称

C
A

S
N

o
.

化
学

式
(M

W
)

文
献

調
査

結
果

候
補

類
物

質
の

状
態

事
故

・
性

状
等

用
途

年
間

生
産

量
等

経
過

・
選

考
根

拠

1
ビ

ス
(ジ

メ
ト

キ
シ

チ
オ

ホ
ス

フ
ィ

二
ル

)ペ
ル

ス
ル

フ
ィ

ド
―

5
9
3
0
-
7
1
-
2

(2
6
6
.1

5
)

―
5

固
体

沸
点

：
3
3
2
.4

0
6
℃

（
予

測
値

）
引

火
点

：
1
5
4
.8

3
4
℃

（
予

測
値

）
（
C

h
e
m

S
pi

de
r）

M
A

R
S
(A

c
c
id

e
n
t　

c
o
de

　
2
0
0
,1

0
　

D
e
c
e
m

be
r　

1
9
9
0
)

塩
素

化
設

備
に

お
い

て
発

生
し

た
爆

発
事

故
。

3
℃

で
行

わ
れ

る
べ

き
操

業
が

、
塩

素
の

添
加

が
早

す
ぎ

た
こ

と
と

冷
却

不
足

に
よ

り
3
0
℃

を
超

え
て

い
た

。
溶

剤
が

蒸
発

し
、

そ
し

て
、

M
P
1
、

M
P
2
及

び
M

P
1
1
(ビ

ス
(ジ

メ
ト

キ
シ

チ
オ

ホ
ス

フ
ィ

二
ル

)ペ
ル

ス
ル

フ
ィ

ド
)の

分
解

温
度

に
達

し
た

時
、

突
然

、
素

早
く
分

解
が

起
こ

り
、

反
応

器
が

変
形

し
た

結
果

、
開

口
よ

り
可

燃
性

ガ
ス

漏
え

い
し

た
。

そ
の

ガ
ス

が
着

火
し

、
爆

発
が

生
じ

た
（
着

火
源

は
制

御
室

の
電

気
設

備
と

思
わ

れ
る

)

不
明

国
内

生
産

／
海

外
製

造
情

報
は

な
い

H
2
1
年

度
候

補
（
M

A
R

S
）

海
外

事
故

事
例

再
調

査

2
四

硫
化

四
窒

素
―

2
8
9
5
0
-
3
4
-
7

N
4
S

4

（
1
8
4
.2

9
）

―
5

橙
黄

色
結

晶
融

点
：
1
7
8
℃

沸
点

：
2
0
7
℃

(爆
燃

）
(以

上
W

ik
ip

e
di

a)

事
故

事
例

(F
A

C
T
S
、

研
究

所
、

実
験

室
)

化
学

物
質

の
爆

発
事

故
概

要
不

明
爆

発
的

分
解

の
お

そ
れ

不
明

現
在

日
本

で
は

生
産

し
て

い
な

い
。

海
外

の
流

通
情

報
も

な
い

H
1
7
年

度
候

補
（
F
A

C
T
）

海
外

事
故

事
例

再
調

査

3
5
-
メ

チ
ル

-
1
-
(1

-
メ

チ
ル

エ
チ

ル
)-

1
,2

,3
ア

ザ
ジ

ホ
ス

ホ
ー

ル
―

1
2
6
3
3
0
-
3
0
-

1

（
1
5
9
.1

1
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資　料 ３

危険物確認試験結果 

① 四硫化ナトリウム

② 2-(ジエチルアミノ)エチルブロミド臭化水素酸塩

③ シアノシクロプロパン

④ 過塩素酸鉛溶液２－クロロアクリロニトリル
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